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○松沢成文君 日本維新の会の松沢成文でございます。

両大臣、お疲れさまでございます。よろしくお願いいたします。

私も、トランプ関税と日米貿易協定の問題から伺っていきたいと思います。

前回の委員会質疑で、二〇一九年に第二次安倍政権と第一次トランプ政権によって締結、発効した自

由貿易協定、これはまだ生きているのかという質問に大臣は、当然生きていると、まあ今回トランプさ

んに裏切られちゃった形ですけれども、答弁をいたしました。

まず、この日米貿易協定というのはどのようなものだったのか、ものなのか、簡単に説明願いたいと

思います。

○国務大臣（岩屋毅君） この日米は、世界のＧＤＰの約三割を占める日米間の物品貿易に関する協定が

日米貿易協定でございます。

この交渉は、まさに国益と国益がぶつかり合う非常に厳しいものであったと承知をしています。ＣＰ

ＴＰＰあるいは日ＥＵ・ＥＰＡが既に発効している中で、他国に劣後しない状況を早期に実現したいと

いう米国の立場と、農林水産品については過去の経済連携協定の内容が最大限だとする我が国の立場、

この中で、最終的な一致点として現在の日米貿易協定が締結されたと考えております。

○松沢成文君 私の印象では、トランプさんと安倍さんの信頼関係があったんでこれどうにかうまくいっ

たと思うんですが、簡単に言えば、日本はアメリカの大市場に自動車を輸出したいと、高い関税掛けら

れちゃ困ると。それで、逆にアメリカは日本に農産物をもっともっと買ってほしいと、農民の皆さんの

大きな要望でした。それをうまく合わせた形で、車の関税は上げないけれども、牛肉や豚肉を関税ぐっ

と下げて輸入しますから、どうにかディールしましょうと、私はこういう印象を持っているんですね。

今回のトランプ関税にまつわるこの自動車二五％の追加関税、そして貿易相手国との同水準の関税を

課す相互関税、また今日はちょっと上積みの部分は延期された国がたくさんありますけれども。

さあ、その中で、トランプ大統領はやっぱり同じような指摘をしているんですよ。こう言っています。

まず、日本はアメリカの車を全然買ってくれない、一台も買ってくれないなんてね、毒舌でフェイクニ

ュースも言っていましたけど。それから、日本の米、七〇〇％の関税だと。これ、実質、計算すると二

〇〇％ぐらいだと思いますけれども。ミニマムアクセスで一部輸入していますけれども、本当に全く日

本は米も買ってくれない、ここがおかしいんだということをトランプさんは会見で何度も言っているん

ですね。

さあ、そんな中で、貿易交渉を担当するベッセント財務長官は、日本は軍事、経済で非常に重要な同

盟国、迅速に連絡してきたので優先して交渉をしたいと、こう言ってくれている。それと、ラトニック

商務長官は、アメリカの農産物の公平な輸入が今後の交渉の鍵になるとも発言しているんですね。

このトランプさんや米政府高官の発言から見ると、今回の勝負は自動車と米のディールなんですよ。

私はここに狙いを定めるべきだというふうに思っています。

さあ、そこで外務大臣、提案があるんですが、まず自動車の高関税をこれやめてもらうために、今二・

五％が二五％になるわけです。もう日本の産業の中核ですから、自動車は。雇用も多いし、関係会社も

多いし、サプライチェーンも守らなきゃいけないんですね。これ、絶対守らなきゃいけない。そのため

には、非関税障壁と言われている例えば自動車の安全基準、これアメリカで通った安全基準が、日本に

持ってくるとまた厳しい安全基準で日本で売れないと、こう言われちゃっているんで、これ撤廃するこ

とですよ。非関税障壁、確かにあります、撤廃しますということと、もう一つは米です。米、大胆に市

場開放しちゃったらどうですか。関税ゼロ。これは驚きますよ。日本の農家も農協もびっくりして目飛

び出ると思いますけど。



ただ、トランプさんとディールやるときは、それぐらい大胆なことで突っ込まないとトランプさん心

動かないと思いますし、ただ、自動車とアメリカの農産物のこのディール、これ一番求めているところ

なんですね。そこにぐさっと日本から大胆なディールを提案すれば、私はこれ成就する可能性があると

思う。この二〇一九年の交渉でもここがポイントで妥結できたわけですから、外務大臣、これどうです

か。これぐらいのことやりましょうよ。

○国務大臣（岩屋毅君） まず、もう御案内のとおり、米国は相互関税の一部についての適用を九十日間

一時停止するという発表をしたところでございまして、今後の推移もよく注視していかなければいけな

いと思っておりますが、基本的には前向きに受け止めているところでございます。

先生の御指摘といいますか御意見もしかと承りたいというふうに思いますけれども、今、交渉担当大

臣も決まって、そこに各省も集結をして、これからどういう中身というかパッケージを考えていくかと

いうことを今鋭意調整中でございまして、御指摘の農産物に関する案件も、あるいは先方が非関税障壁

と言っている課題についても、どういう説明や対応が可能かなどということも含めて、今各所管の省庁

でいろいろ検討してもらっているところだと思いますので、先生の御意見も承った上で、しっかりと案

をつくっていきたいと考えております。

○松沢成文君 これ、米の開放、これ言うと、いや、日本の農家潰れちゃって、そんな日本が損すること

できないと思いがちですが、これ私はそう思わないんですよ。これ、農水省、今日副大臣見えています

けれども、これ、この政策によって日本の米農業も大きくこれ改革できるんです。今までできなかった

ものね。

我が国の米産業を押し潰しているのは、以前から言われている減反政策、現在では、減反とは言わず

に、国が需給見通しを示して、それを踏まえて各都道府県が生産調整するんですね。でも、やっぱりこ

れ生産調整による価格維持政策なんですよ。そういう意味では、減反政策の延長ですよね。これを廃止

するんですよ。今までできなかったのを、外圧利用して廃止しちゃえばいいんですよ。そうすれば、国

内に輸入のお米も入ってくるので供給が増えて、米の価格が下がって、供給不足が解消されて、消費者

も大喜びですよ。今、米の値段どんどんどんどん上がっちゃっているでしょう。農水省が備蓄米をちょ

ろちょろ出したって全然下がらないですよ。まず、これ消費者は大喜びね。

それから、政府は、価格下落で苦しむ生産農家を、これ、これからは、他国も行っているように、Ｅ

Ｕなんかみんなやっています、これ補助金で支えるんです、頑張っている農家は、農業というのは不安

定な部分もあるからね。それで、補助金の出し方を変えるんです。需給調整、減反で、米を作らない農

家にこれまで三千億以上出していたんですよ。こんな後ろ向きな補助金の使い方をやめて、米農業の未

来を担う大規模な主業農家においしい米をたくさん作ってもらうんです。そのために補助金を使うべき

なんです。これ、必要な補助金、千五百億で済むと言われている。今まで米やめさせるために三千五百

億使っていた補助金、米をたくさん作って頑張ってもらう農家に補助金出しても千五百億円で済むとい

うんですね。二千億円の税金の節約にもなりますよ。国家財政にとってもうれしい。そして、余った米

は備蓄にも回せるし、輸出にも回せるんですね。

それで、じゃ、アメリカから米がどんどん入ってくる、オーストラリアから入ってくる、日本潰れる

じゃないかといっても、海外の米は長粒種といって、何だ、ロンググレーンというのかな、細長い米が

多くて、日本の消費者はそんなに好みません。ショートグレーンですから、日本は。逆に、これ、海外

は今日本食ブームで、おすし、日本料理屋も含めてショートグレーンを好むので、これ結構貿易成り立

つんですね。こういうところもあります。

それから、こういうことやっていけば、我が国の食料自給率も現在の三八％から大幅に下がるんです

ね。この政策が実現できれば、日本としても、アメリカとしても、農家としても、消費者としても、食

料自給率の問題も全て好循環に回っていくと、その可能性が出てくるんです。



つまり、トランプ政権の今回の外圧をてこに、需給調整による我が国のゆがんだ米政策、これ土台か

らつくり直せるチャンスなんですよ。災い転じて福となすじゃないけれども、トランプにここまで言わ

れたら、よし、改革しちゃおうと。確かに、中規模の兼業農家や、その人たちを相手に、農業市場だけ

じゃなくて、金融、保険、不動産をやってもうけている農協さん、これは反対しますよ、自分たちの既

得権益奪われるんだから。でも、消費者は喜ぶし、本気でやる気のある農家はやる気になるし、輸出も

振興できるし、日本の国家財政にだっていい。アメリカは、よし、日本はよく決断したと、こうなって

貿易交渉にもいいわけですよ。

どうですか、農水省、これぐらいのことやりましょうよ。だって、今まで全く改革できなかったんだ、

日本の米農政というのは。もうこれやっぱり、農協さんとか兼業農家の既得権益守るために何にもでき

なかった。トランプの外圧てこに思い切って改革して、日本の米の農政を再生しましょうよ。これぐら

いのことをやっていただく、そうすれば貿易交渉にもいい方向が生まれる、いかがですか。

○副大臣（滝波宏文君） 農林水産副大臣としてお答え申し上げます。

日本の別名として瑞穂の国と言うように、米作りは我が国の原点であります。今、松沢委員から米の

関税撤廃すべきと御提案いただきましたけれども、我が国の食料安全保障上、大変ゆゆしき事態となる

ことを懸念いたします。

すなわち、米は我が国で自給可能な唯一の主食であり、最も多くの農家の方々が生産している品目で

あります。このため、これまでの農林水産物の貿易交渉、例えば日米貿易協定や日ＥＵ・ＥＰＡ交渉な

どでは、米について、最もセンシティブな一品目として関税削減、撤廃等の例外を確保し、現行の国境

措置を維持して我が国の大事な米を守ってきたものでありまして、この基本的な考え方に変更はござい

ません。

また、減反廃止についてもお話しいただきましたが、既に二〇一八年に減反は、減反政策は廃止して

ございます。現在は、各生産地や生産者が自らの経営判断で作付けを行っているのが現状であります。

また、水活、水田活用交付金として、麦、大豆などへの支援を行ってきておりますが、これは海外依

存度の高い作物の生産を進め、水田を有効活用するために行ってきたものであります。一方で、こうし

た中、年明けに発表したように、令和九年度以降の水田政策につきましては、食料の安定供給を図る観

点から、水田を対象として支援する従前の水活を根本的に見直し、米、麦、大豆、飼料作物等、各作物

ごとの生産性向上等への支援と転換する検討を本格的に開始したところであります。

特に米については、輸出を含めた国内外の需要拡大策、農地の大区画化、スマート技術の活用、品種

改良等の生産性向上等を強力に推進することを検討しておるわけであります。

今後、現場の方々、関係団体も含めた幅広い御意見を丁寧に伺い、より詳細な検討を進めてまいりた

いと思います。

○松沢成文君 農水省としての模範解答をいただいたような感じがします。副大臣、ありがとうございま

した。

さあ、次に行きます。尖閣諸島の危機について。

私はもう、尖閣諸島の問題はもう尖閣危機と呼ぶべきだと言っているんですね。

さあ、近年、中国海警による尖閣諸島の領海接続水域の侵犯がもうエスカレートしています。接続水

域なんかもう一年中船はいるわけです、中国の海警。もう五十日、六十日は領海に入ってきて、どんど

ん数も増えているし、どんどん海警の船は大型化しているし、危機がどんどんどんどん迫っているんで

すね。

さあ、両大臣、まず根本的な質問。中国はなぜ尖閣諸島の侵犯行為を続けていると考えていますか。

なぜでしょう。



○国務大臣（岩屋毅君） 中国側の意図について我が方から断定的に申し上げることは控えたいと。また、

申し上げる立場にないと思いますが、非常に事態がエスカレートしているということは外務省としても

深刻に受け止めておりまして、先般の王毅外交部長来日の際にも、私から明確にこのことを指摘をし、

厳重に申入れを行ったところでございます。

今後とも、我が国の領土、領海、領空、しっかり守り抜くという毅然とした姿勢でもってこの問題に

対処をしてまいりたいと考えております。

○国務大臣（中谷元君） 中国は、近年、海軍力の増強に力を入れておりまして、空母やフリゲート艦や

また航空機など、非常に軍事力を増強いたしております。これに伴って、やはり、力による現状変更に

よってやはり範囲を拡大しているような印象を持っておりまして、やっぱり我が国の領海内の侵入もど

んどん回数を増しております。

ただし、我が国のやはり主権である領海、領空、領土をしっかり守り抜くために、我が国としまして

も、そういったことを許さない、そういう体制をまた強化をしてまいりたいというふうに思っています。

○松沢成文君 両大臣とも実態を説明しているだけで、中国の意図については全く説明になっていません。

まず第一に、もう誰もがこれ分かっていることですけど、一九六九年に国連の極東経済委員会という

のがこの尖閣の近辺、日中中間線付近の海底の地下に石油資源が埋蔵されているということを発表した

ら、中国は急に言い始めたわけですよね。まず、この海底の地下資源、特に石油資源が欲しいから、こ

れ一つの大きな理由だと思います。

しかし、それと同時に、アメリカの軍事筋が予想する、二〇二七年とも予想される台湾侵攻、この台

湾侵攻を進めるための拠点をつくる。これ、軍事戦略上、尖閣というのは本当に、位置が重要でありま

して、台湾にも近い、中国大陸にも近い、そして南西諸島にも近いわけですね。ここの尖閣をまず領有

化できれば、これ台湾侵攻に対して物すごく効果が上がるわけですよ。この台湾侵攻をにらんだ戦略が

あるんだと思うんですが、両大臣は、この中国の尖閣諸島侵犯と台湾有事との関連性についてはどう認

識しておりますでしょうか。

○国務大臣（岩屋毅君） 御指摘の関連性を含む中国側の意図について、繰り返しになりますが、お答え

する立場にはありません。

当然、様々な私ども情報収集や分析を行っておりますが、またそれを表に出すというわけにもいかな

いという事情もございます。また、ただいまの台湾有事という仮定の質問についてお答えすることも差

し控えたいと思います。

その上で、言うまでもないことですけれども、この尖閣周辺の中国海警船の活動はそもそも国際法違

反でありまして、誠に遺憾で受け入れることはできません。また、台湾については、台湾海峡の平和と

安定は、我が国の安全保障はもとより、地域、国際社会全体の安定にとっても重要であって、台湾をめ

ぐる問題は対話によって平和的に解決されることが必要であるというのが我が国からの従来から一貫し

た立場であって、累次の機会に中国側にもそのことを伝えてきているところでございます。

○国務大臣（中谷元君） 基本的には外務大臣と同様でございまして、やはり台湾海峡の平和と安定は、

我が国の安全保障はもとより、国際社会の全体の安定にとっても重要であるということで、この件につ

きましては対話によって平和的に解決されるということを期待しております。

○松沢成文君 皆さん、資料を見ていただきたいのですが、私、これちょっとびっくりしたんですね。産

経新聞の昨日の一面に載っていました。

元米軍の海軍大学教授で中国海洋戦略研究の権威、トシ・ヨシハラさんが産経新聞の取材にこう答え



ているんですね。

中国の度重なる侵略行為は、周辺海域で恒常的な存在を誇示することで日本側の施政権を否定し、同

諸島の共同管理を宣言する準備を進めていると。中国側は同時に日米安保条約に基づく米軍の軍事介入

を難しくするため、漁民を装う、偽装漁民の尖閣上陸も考えていると。アメリカの専門家は、もうここ

まで尖閣の危機は迫っていると言っているわけですけれども、両大臣はこのトシ・ヨシハラさんの見解

についてはどういう認識を持っていますか。

○国務大臣（岩屋毅君） 今拝見をいたしましたが、個別の評論の逐一について政府としてコメントする

ことは控えたいというふうに思います。

その上で、繰り返しになりますが、尖閣諸島は歴史的にも国際法上も疑いのない我が国固有の領土で

ございますので、これをしっかりと守り抜くという決意と緊張感を持って、今後とも関係省庁としっか

り連携していきたいと考えております。

○国務大臣（中谷元君） 研究者による見解については一々言及はいたしませんが、いずれにしましても、

尖閣諸島は歴史的にも国際法上も疑いのない我が国の領土であります。

武装漁民などが上陸をしてくるというような指摘でありますが、これはやはり、当該の侵害行為は我

が国の外部からの武力攻撃、これに該当すると判断される場合には防衛出動によって対処をいたします

し、また、武力攻撃が発生していない場合でも、離島等に対する武装集団による不法上陸等が発生した

場合には、状況に応じて、自衛隊は治安出動等によって対処するような対応をいたします。

○松沢成文君 両大臣とも、尖閣は歴史的にも国際法上も日本固有の領土だからそれをしっかり守ってい

く、その決意はいいと思いますよ。

ただ、今国際政治の現実見てください。歴史的にどうだとか関係ないんです。国際法を破って、力の

空白があったら侵略する権威主義の軍事大国がそこらじゅうにあるということですよ。ロシアがウクラ

イナを攻めるのしかり、北朝鮮しかり、そして中国もです。だから、我が国の領土だからと幾ら叫んで

も関係ないんです。そこに力の空白があったら取られちゃうんですよ。ここをしっかり認識しないと大

変なことになるというふうに思います。

さあ、外務大臣、この記事にもありますが、習近平国家主席は、一昨年末に海警局の司令部を訪れて、

これ中国側は何というのかな、釣魚島というのかな、これ中国名ですね、尖閣の、この釣魚島の主権を

強化せよと命令したことを受ける形で海警船の尖閣の海域侵犯というのが急に規模が拡大して、頻度が

多くなってきているわけですね。中国は、力の空白をついて、必ず近い将来、尖閣上陸、あるいは施政

権奪取、あるいは共同管理を仕掛けてくる可能性、私は大だというふうに思っています。

大臣、これを防ぐには、尖閣諸島の施政権強化、そして実効支配確立で先手を打つしかありません。

今、尖閣は、日本の領土だと言いながら、日本の施政権が及ぶ目に見えるものがどんどんなくなってい

るんです。行政の職員も上陸もできないです。国民が上陸できないんです。アメリカが安保条約第四条

で日本と軍事行動を共にする、それは施政権が及ぶ地域なんですね。だから、北方領土も竹島も、アメ

リカは助けてくれません、もしそこにどこかが攻めてきても。尖閣も、このまま放っておいたら、日本

の施政権及んでいないじゃないかと、日本の経済活動ないじゃないかと、行政施設ないじゃないかと、

人もいないじゃないかと、施政権及んでいないから一緒に守る必要ないね、アメリカはこういう態度を

取る可能性だってあるんですよ。

是非とも、この一刻も早い行政施設の設置あるいは行政職員の上陸、駐在を実行すべきだと考えます

が、大臣、いかがでしょうか。

○国務大臣（岩屋毅君） まず、尖閣については、さきの日米首脳会談においても、明確にその安保の適



用になるということを確認をさせていただいているところでございます。

その上で、尖閣諸島及び周辺海域における様々な活動については、尖閣諸島の平穏かつ安定的な維持

管理という目的に照らしまして、政府において適切に対処していくというのが日本政府の一貫した立場

でございます。関係省庁と連携をいたしまして、この立場に基づいて適切に対応していきたいと考えて

おります。

○松沢成文君 両大臣、私はこの委員会でこれまで何度も、尖閣諸島の防衛力強化と施政権、あるいは実

効支配確立のために久場島と大正島にある米軍の射爆撃場で日米合同軍事訓練を実施すべきだと、それ

によって日本の防衛力、抑止力、対処力をしっかり示すことができるし、アメリカの基地があったとい

うことは日本の領土だったということですよ。国際社会に証明できるじゃないですか、領有権は日本に

あると。これをやるべきだと。

それで、これは簡単にできるんです。日米合同委員会で、今、米軍使用となっているこの射爆撃場を

日米共同使用に変えるだけで、これ、あしたからでも実施できるんですね。外務大臣、北米局長がこの

トップですから、合同委員会の、指示を出していただきたい、共同使用にしようじゃないかと、アメリ

カに。そして、もしアメリカが、いやいや、いろいろ事情があってそれはといって断ってくるのであれ

ば、これ、日米地位協定の規定に基づいて日本に返還を求めて自衛隊の基地として使用すべきですよ。

そうすれば、すごい抑止力になります。

さあ、外務大臣としてこれぐらいの決断をしていただきたいと思うんですが、いかがですか。

○国務大臣（岩屋毅君） 本件はもう先生の持論であられますので、私も何度か、何度か拝聴させていた

だいてまいりましたが、これまでもお答えしておりますけれども、米軍の個々の施設・区域について、

随時、日米合同委員会の枠組みを通じまして米側と協議をしてきております。その上で、今御指摘があ

った久場島の黄尾嶼と大正島の赤尾嶼の両射爆撃場については、引き続き米軍による使用に供すること

が必要な施設・区域であると認識をしております。

いずれにしても、尖閣諸島の射爆撃場におきましては、日米合同軍事訓練を実施すべきとの委員の御

指摘につきまして、様々な要素を総合的に考慮した上で、政府全体として慎重に検討していく必要があ

ると考えております。

○松沢成文君 次、防衛大臣に伺いますが、防衛大臣はつい先日、アメリカのヘグセス防衛長官と会談を

しましたね。硫黄島も一緒に行かれたと。そのときのこの声明で、日米安保条約による中国に対する抑

止力、対処力を強化すると、こういうことで合意しているんですね。で、ヘグセスさんはインタビュー

でもこういうことを言っています。中国を抑止するための日米の団結を示す、そして日米は共に抑止力

の確立と防衛強化のために切迫感を持って集中的に行動しなければならないと言っているんですね。

まさしく、せっかくアメリカの射爆撃場があるんだから、合同訓練をやって、しっかりとした日本の

防衛体制、安保体制を示していこう、そして抑止力、対処力を示していこう。これ、絶対に今やらなき

ゃ駄目ですよ。

実は、これなかなかアメリカは消極的だったんです。これは、ニクソン政権が中国に接近したときに、

日本と中国の間でこの領有権の問題がありそうな雰囲気があったんで、アメリカは逃げたんですね。そ

れ以来やってこなかったんです。ただ、今回政権が替わって、中国に対してはきちっと対応していこう

と、日米安保の力を示そう、具体的に示そうという合意ができたんだから、ここでしっかりと日米合同

訓練やっていただきたい。

この前ヘグセスさんと会ったときに、大臣そのことを提案いただきました。私、何度もアメリカと協

議を始めてくれと言ったんですけど、いかがでしょうか。



○国務大臣（中谷元君） ヘグセス氏とは最初の会談になりましたけれども、やはりインド太平洋地域の

安全保障環境について、しっかりと抑止力と対処力、これを持って対応していこうと、特に、中国によ

る東シナ、南シナ海による力の威圧に一方的な現状変更の試みを決して許さないということで、この日

米が共に行動していこうという点では一致をしております。また、台湾の軍事情勢も、中国の動向に対

しまして、やはり台湾海峡の平和と安全の、安定が重要であるということで、台湾海峡の問題も協議の

一つでございました。

その中で、久場島、大正島の射爆訓練場での日米共同訓練を実施すべきとの委員の御指摘につきまし

ては、私は全く否定はしません。ただし、これにつきましては、しっかりとまた日米間で総合的に考慮

し、協議をする必要がございますので、今後とも、政府全体で慎重に検討していく必要があろうかと思

います。ただし、目的が、やっぱり国民の生命、財産を守り、領土を守っていくというために何が必要

かということにつきまして、そういう見地で臨んでまいりたいというふうに思います。

○松沢成文君 中国は確実に尖閣を狙っています。もし中国に先に上陸されて、領有化されて、海警が入

ってきても、軍出せませんからね、向こうは軍じゃないんだから。それで、そこにミサイル基地でも置

かれたら、もうこれ、沖縄の米軍基地、自衛隊基地、かなり厳しくなりますよ、地対艦ミサイル、地対

空ミサイル置かれたら。日本も当然、スタンドオフミサイルで攻撃する態勢は取ると思いますが、制空

権、制海権、これ本当に厳しいものになると思う。だから、安倍さんは、台湾有事は日本有事になると、

こういうことを言っているんだと思うんですよ。

○委員長（滝沢求君） 申合せの時間が参っておりますので、質疑をおまとめください。

○松沢成文君 はい。

尖閣防衛のために総力を挙げて取り組んでいただきたい。そうしないと、必ず侵略されます。そのこ

とを申し上げて、終わります。


